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宮崎県道路公社業務委託総合評価一般競争入札実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、宮崎県道路公社（以下「公社」という。）が発注する業務委託について、宮

崎県道路公社会計規程（昭和４６年宮崎県道路公社規程第３号）第７５条第２項及び第３項の

規定に基づき、総合評価一般競争入札を実施する場合の事務処理について必要な事項を定める。 

 

（対象業務） 

第２条 本要綱の対象となる業務は、別に定める料金徴収業務等受託者実施要綱第３各号に掲げ

る業務（以下「料金徴収等業務」という。）とする。 

 

（総合評価一般競争入札の特例） 

第３条 対象業務の受託者が破産等により受託業務を継続することができないと認められた場

合は、指名競争入札又は随意契約により新たに受託者を決定することができる。 

 

（総合評価一般競争入札の公告） 

第４条 総合評価一般競争入札を行うときは、次の各号のうち必要な事項を掲示板及び公社ホー

ムページへの掲載により公告を行うものとする。 

 （１）総合評価一般競争入札に付する事項 

 （２）入札参加資格（総合評価一般競争入札に参加するために必要な資格をいう。以下同じ。） 

に関する事項 

 （３）入札参加資格の確認に関する事項 

 （４）入札参加申込の受付に関する事項 

 （５）入札説明書の交付に関する事項 

 （６）入札書の提出に関する事項 

 （７）開札に関する事項 

 （８）入札保証金及び契約保証書に関する事項 

 （９）落札者の決定の方法 

 （10）落札者決定基準に関すること。 

 （11）評価項目及び得点配分に関すること。 

 （12）入札の無効に関する事項 

 （13）入札参加資格審査申請書等に係る作成説明会、ヒアリング及び現場説明会を行う場合は

それらに関する事項 

 （14）その他理事長が必要と認める事項 

 

（入札参加資格） 

第５条 入札参加資格は、次のとおりとする。 

（１）九州内に本店又は支店若しくは営業所を有する法人であること。 

（２）料金徴収等業務を適正かつ確実に遂行するに足りる事業規模であること。 

ア 常時雇用関係のある社員（臨時、パート勤務等を除く。）が１０名以上いること。 

イ 直近１年間の決算における営業売上高が、１億円以上であること。 

 （３）料金徴収等業務を適正かつ確実に遂行するための業務体制を確保できること。 

ア 現場の責任者となる料金所長及び主任については、常時雇用関係のある社員（臨時、 

パート勤務等を除く。）で、それぞれ料金徴収業務又は交通誘導警備業務若しくは道路パ

トロール業務の管理・監督の経験が１年以上の者を配置できること。 
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   イ 収受員３９名以上を確保し、かつ、収受員に対して教育研修を実施できること。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、一般競争 

入札に参加させないこととする法人でないこと。 

（５）建設工事の請負又は物品の購入若しくは製造の請負等の契約に係る指名競争入札におい 

て、宮崎県から指名停止の措置を受けていないこと。 

（６）手形交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状 

況が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民 

事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の申立ての事実があ 

る法人にあっては、当該申立てに基づく更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受 

けていること。 

（８）国税及び地方税の未納がないこと 

（９）法人の役員に破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁錮以上の刑に処せられて

いる者がいないこと。 

（10）法人の役員又は経営に事実上参加している者に、暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の関係者又はその関

係者と密接な関係を有する者がいないこと。 

（11）料金徴収等業務の委託に関し、過去３年以内に委託先から、その法人の責に帰すべき事

由により契約解除の措置を執られたことがないこと。 

（12）入札に参加する者の間に、次のいずれかに該当する資本関係又は人的関係がないこと。 

ア 資本関係 

次のいずれかに該当する二者の場合 

(ｱ) 子会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に規定する子会社

等をいう。(ｲ)において同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をい

う。(ｲ)において同じ。）の関係にある場合 

(ｲ) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(ｱ)については、会社等（会社法施行規 

則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下 

同じ。）の一方が民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生 

手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をい 

う。）である場合を除く。 

(ｱ) 一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、 

次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

ａ 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 

(a) 会社法第２条第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等 

委員である取締役 

(b) 会社法第２条第１２号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 

(c) 会社法第２条第１５号に規定する社外取締役 

(d) 会社法第３４８条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務 

 を執行しないこととされている取締役 

ｂ 会社法第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

ｃ 会社法第５７５条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社を 

いう。）の社員（同法第５９０条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合によ 

り業務を執行しないこととされている社員を除く。） 

ｄ 組合の理事 
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ｅ その他業務を執行する者であって、ａからｄまでに掲げる者に準ずる者 

(ｲ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生 

法第６７条第１項の規定により選任された管財人（以下「管財人」という。）を現に 

兼ねている場合 

(ｳ) 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

ウ その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合 

組合とその構成員が同一の入札等に参加している場合その他ア又はイと同視しう 

る資本関係又は人的関係があると認められる場合 

   

（入札説明書の交付） 

第６条 総合評価一般競争入札に参加を希望する者（以下「入札参加希望者」という。）に対

し、入札説明書を交付するものとする。 

２ 入札説明書は、公告後の公社が指定する日に交付するものとする。 

３ 入札説明書の交付時期及び交付方法は、総合評価一般競争入札の実施に係る公告において明

らかにするものとする。 

 

（入札説明書及び仕様等に対する質問） 

第７条 入札参加希望者からの入札説明書に対する質問は、電子メールにより受け付けるもの

とする。 

２ 質問に対する回答は、公社ホームページに掲載する。 

 

（入札参加申請書類の提出） 

第８条 入札参加希望者に対し、次に掲げる書類を添付して、入札参加資格審査申請書（様式

第１号。以下「申請書」という。）の提出を求めるものとする。なお、必要書類を提出した

後は、変更を認めない。 

（１）入札参加資格審査資料（参考様式１） 

 （２）法人の登記事項全部証明書 

 （３）申請書提出日の直近２年間の事業年度の貸借対照表、損益計算書及び利益処分（損失

処理）に関する書類 

（４）直近１事業年度の国税及び地方税の未納がないことを証する書面 

（５）会社概要 

（６）業務実績証明書（料金所長・主任用）（参考様式２） 

（７）業務執行体制表（参考様式３） 

（８）配置予定者の経歴書（参考様式４） 

（９）委任状（任意の様式。支店、営業所等に委任する法人に限る。） 

（10）業態調書（参考様式５） 

（11）誓約書（参考様式６） 

（12）その他理事長が指示するもの 

２ 評価項目に、企業の業務実績が含まれる場合は、業務実績証明書（企業用）（参考様式７） 

の提出を求めるものとする。 

３ 評価項目に、社員能力向上への取組が含まれる場合は、社員研修等調書（参考様式８）の
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提出を求めるものとする。 

４ 評価項目に、業務委託の実施内容がより良いものとなる提案（業務提案）が含まれる場合

は、業務提案書（参考様式９）の提出を求めるものとする。 

 

（申請書等作成費用の負担等） 

第９条 申請書等の作成に要する費用は、入札参加希望者の負担とする。 

２ 提出された申請書等の返還及び公表は、原則しないものとする。 

３ 公社は、申請書等を提出者に無断で他の目的のために使用しないものとする。 

 

（入札参加資格審査及び資格決定） 

第10条 理事長は、第８条の規定により、申請書等が提出されたときは、料金徴収等業務委託

入札参加資格審査会（以下「資格審査会」という。）の審査を経て、入札参加資格を決定す

るものとする。  

２ 前項の規定による入札参加資格の審査結果を入札参加資格審査結果通知書（様式第２号） 

により入札参加希望者に対して通知するものとする。この場合において、入札参加資格がな 

いと認められた者に対しては、その理由を併せて通知するものとする。 

 

（入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明） 

第11条 入札参加資格がないと認められた理由の説明は、書面（様式任意）により求めること

ができる。 

２ 前項の規定により理由の説明を求められたときは、書面により回答するものとする。 

３ 第１項の規定により説明を求めた者が、入札参加資格がある者であったと認めたときは、 

資格審査会の審議を経て、前条第２項の通知を取り消し、入札参加資格の決定通知を行うも 

のとする。 

４ 入札は、前３項の手続終了後でなければ執行してはならない。 

 

（入札参加資格の取消） 

第12条 理事長は、入札参加資格があると認められた者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、資格審査会の審査を経て、入札参加資格の決定を取り消すことができる。その場合、入

札参加資格取消通知書（様式第３号）により、該当者に対して通知する。 

 （１）第５条各号に掲げる入札参加資格に該当しなくなったと認められるとき。 

 （２）虚偽又は不正な方法により入札参加資格の認定を受けたことが明らかになったとき。 

 

（料金徴収等業務委託総合評価方式審査会） 

第13条 次に掲げる事項は、料金徴収等業務委託総合評価方式審査会（以下「総合評価方式審

査会」という。）の審査を経て、定めるものとする。 

（１）総合評価方式による入札を行うことの適否 

（２）評価の方法及び評価の基準（以下「落札者決定基準」という。） 

（３）業務提案等の評価 

（４）落札者の決定 
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（落札者決定基準の設定） 

第14条 前条第２号に規定する落札者決定基準を定めようとするときは、あらかじめ、料金徴

収等業務委託総合評価委員（以下「委員」という。）の意見を聴かなければならない。 

２ 前項の規定による意見の聴取において、併せて、当該落札者決定基準に基づいて落札者を

決定しようとするときに改めて意見を聴く必要があるかどうかについて意見を聴くものとす

る。 

３ 前２項の意見の聴取の方法等は、評価委員設置要領に定めるものとする。 

４ 第１項の規定による意見聴取の結果を総合評価方式審査会の審査に付し、対象業務委託の

落札者決定基準を定めるものとする。 

 

（総合評価の方法及び形式） 

第15条 総合評価の方法は、入札者の企業実績等の評価項目ごとの得点を合計した加算点を標

準点に加えたもの（以下「評価点」という。）で評価し、当該入札者ごとの評価点を入札価

格で除して得られた評価値をもって行うものとする。 

   評価点 ＝ 標準点 ＋ 加算点 

   評価値 ＝ 評価点 ／ 入札価格 

 

（評価の基準） 

第16条 評価の基準は、次のとおりとする。 

 （１）評価項目 

    評価項目は、総合評価方式の形式、業務委託の目的・内容により必要となる要件等に

応じ設定するものとする。 

 （２）得点配分 

    各評価項目に対する得点配分は、その必要度及び重要度に応じて定めるものとする。 

 （３）評価項目及び得点配分に関すること。 

 

（落札者の決定方法） 

第17条 入札価格が予定価格の制限の範囲内で、かつ、最低制限価格以上で有効な入札を行っ

た者のうち、第15条に規定する評価値の最も高い者を落札候補者とする。ただし、評価値の

最も高い者が２人以上あるときは、くじにより落札候補者を定めるものとする。 

２ 前項で定められた落札候補者について、第13条の総合評価方式審査会の審査を経て、落札者

とする。 

３ 第14条第２項の意見聴取において、委員から落札者を決定しようとするときに改めて意見を

聴く必要があるとの意見が述べられた場合には、前項の落札者を決定しようとするときに、あ

らかじめ、委員の意見を聴かなければならない。 

４ 落札者が契約締結前に指名停止となった場合は、落札者としての権利を失うものとし、契約

を締結しない。 
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（業務提案の実施） 

第18条 業務提案については、業務提案以後の業務において、その内容が一般的に用いられてい

るものと認められる場合は、無償で使用できるものとする。ただし、排他的権利を有する業務

提案についてはこの限りでない。 

２ 落札者は業務提案として提案した内容のうち、公社が実施を認めたものは、履行義務を負う

ものとする。なお、その履行に伴い発生する費用は落札者が負担するものとする。 

３ 履行義務を負う業務提案については、履行確認を行う。なお業務提案の全部及び一部を落札

者の責により履行していない場合は、契約額の減額、損害賠償の請求等を行う場合があり、特

にその状況が悪質と認められるときは、指名停止措置を行うことがある。 

 

（落札の通知等） 

第19条 落札者を決定したときは、書面により通知するものとする。 

２ 落札者とされなかった入札者から請求があったときは、落札者の氏名、住所及び落札金額

並びに請求を行った入札者が落札とされなかった理由（当該請求を行った入札者の入札が無

効とされた場合にあっては、無効とされた理由）を、請求を行った入札者に書面により通知

するものとする。 

 

（入札結果等の公表） 

第20条 総合評価一般競争入札の入札結果については、別に定めるところにより、速やかに公

表するものとする。 

 

（記録の保管） 

第21条 次の各号についての記録を作成し、５年間保管するものとする。 

（１）入札者及び開札に立ち会った者の氏名 

 （２）入札者の申込に係る価格 

 （３）落札者の氏名、落札金額及び落札者決定の理由 

 （４）無効とされた入札がある場合には、入札の内容及び無効とされた理由 

 （５）その他の必要な事項 

 

（その他） 

第22条 本要綱に定めのない事項及びこれにより難い事項については、必要に応じて別に定める

ものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年９月１８日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年１１月１８日から施行する。 

 


